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(57)【要約】
【課題】モータ駆動回路にオープン故障やショート故障
が生じた場合でも電動モータの駆動制御を継続可能なモ
ータ制御装置、電動パワーステアリング装置及び車両を
提供する。
【解決手段】ステータに少なくとも第１及び第２の多相
モータ巻線を、ロータの各磁極からの同一磁束が互いに
鎖交しないように集中巻きで巻装した多相電動モータに
対する指令値を出力する指令値演算部と、該指令値に基
づいて各多相モータ巻線に個別に多相モータ駆動流を供
給する第１及び第２のモータ駆動回路と、各モータ駆動
回路と各多相モータ巻線との間に個別に介挿された多相
の第１及び第２のモータ電流遮断部と、各多相モータ駆
動電流或いは電圧の異常を個別に検出する第１及び第２
の異常検出部と、各異常検出部の何れか一方で少なくと
も一相のモータ駆動電流の異常を検出したときに、異常
を検出した側のモータ電流遮断部を電流遮断状態に制御
する異常時電流制御部とを備えている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多相電動モータを駆動制御するモータ制御装置であって、
　前記多相電動モータは、ステータに少なくとも２系統で、その各々の同相の磁極がロー
タ磁石に対し同位相となる第１及び第２の多相モータ巻線を、ロータの各磁極からの同一
磁束が互いに鎖交しないように集中巻きで巻装し、
　前記多相電動モータを駆動する指令値を出力する指令値演算部と、
　該指令値演算部から出力される指令値に基づいて前記第１及び第２の多相モータ巻線に
個別に第１及び第２の多相モータ駆動電流を供給する第１及び第２のモータ駆動回路と、
　前記第１及び前記第２のモータ駆動回路と前記第１及び第２の多相モータ巻線との間に
個別に介挿された多相の第１及び第２のモータ電流遮断部と、
　前記第１及び前記第２の多相モータ駆動電流あるいは電圧の異常を個別に検出する第１
及び第２の異常検出部と、
　該第１及び第２の異常検出部の何れか一方で少なくとも一相のモータ駆動電流あるいは
電圧の異常を検出したときに、異常を検出した側のモータ電流遮断部を電流遮断状態に制
御する異常時電流制御部とを備え、
　前記異常時電流制御部で、前記第１及び第２のモータ電流遮断部の一方を電流遮断状態
に制御した際に、当該モータ電流遮断部の属する異常系統による正常な系統への磁気的影
響を抑制した
　ことを特徴とするモータ制御装置。
【請求項２】
　前記多相電動モータは、ステータのスロット数が相数×２ｎ（ｎは２以上の整数）に設
定され、当該スロット間の磁極に第１の多相モータ巻線及び第２の多相モータ巻線が交互
に巻装されていることを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項３】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２の多相モータ駆動電流を出力
する第１及び第２の多相インバータ回路を有し、前記第１及び第２の異常検出部は、前記
第１及び第２の多相インバータ回路を構成するスイッチング素子のオープン故障及びショ
ート故障を検出するように構成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載のモー
タ制御装置。
【請求項４】
　前記指令値演算部は、前記第１及び第２のモータ駆動回路に個別に対応する第１及び第
２の指令値演算部で構成され、該第１及び第２の指令値演算部は演算動作を相互監視し、
一方の指令値演算部が他方の指令値演算部の異常を検出したときに、異常となった指令値
演算部の動作を停止させるとともに、前記対応するモータ電流遮断部を遮断する遮断指令
を前記異常時電流制御部に出力することを特徴とする請求項１乃至３の何れか１項に記載
のモータ制御装置。
【請求項５】
　前記第１及び第２の異常時電流制御部は、異常を検出したときに、前記第１及び第２の
モータ電流遮断部における異常側の各相遮断部を同時に遮断することを特徴とする請求項
１乃至４のいずれか１項に記載のモータ制御装置。
【請求項６】
　前記各相遮断部は、寄生ダイオードの向きが同一方向となるように介挿された電界効果
トランジスタで構成されていることを特徴とする請求項５に記載のモータ制御装置。
【請求項７】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２の多相インバータ回路と電源
供給源との間に個別に第１及び第２の電源遮断部が介挿されていることを特徴とする請求
項３に記載のモータ制御装置。
【請求項８】
　前記第１及び第２の電源遮断部は、寄生ダイオードを有するスイッチング素子で構成さ
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れ、各スイッチング素子が寄生ダイオードの向きが逆方向となるように逆直列接続されて
いることを特徴とする請求項７に記載のモータ制御装置。
【請求項９】
　前記第１及び第２の電源遮断部は一部の電源遮断素子を共通化した構成を有することを
特徴とする請求項８に記載のモータ制御装置。
【請求項１０】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路に供給されるモータ駆動指令値は等分配されたモー
タトルク指令値であることを特徴とする請求項１乃至９のいずれか１項に記載のモータ制
御装置。
【請求項１１】
　前記指令値演算部は、前記第１及び第２の異常検出部で多相モータ電流あるいは電圧の
異常を検出したときに、正常なモータ駆動回路に対するモータ駆動指令値として許容電流
値に達するまでは正常時のモータ駆動指令値の合計を表すモータトルク指令値を設定する
ことを特徴とする請求項１０に記載のモータ制御装置。
【請求項１２】
　前記第１の多相モータ巻線及び第２の多相モータ巻線の磁極に対する巻回方向が互いに
逆方向となるように設定されていることを特徴とする請求項１乃至１１の何れか１項に記
載のモータ制御装置。
【請求項１３】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２のインバータ回路に供給する
スイッチングキャリア信号を同期させたことを特徴とする請求項３から１２の何れか１項
に記載のモータ制御装置。
【請求項１４】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２のインバータ回路に供給する
スイッチングキャリア信号の位相を発生ノイズが分散するようにずらして非同期としたこ
とを特徴とする請求項３から１２の何れか１項に記載のモータ制御装置。
【請求項１５】
　ステアリング機構に操舵補助力を発生させる電動モータを含むモータ制御装置を前記請
求項１～１４の何れか１項に記載のモータ制御装置で構成したことを特徴とする電動パワ
ーステアリング装置。
【請求項１６】
　前記請求項１乃至１４の何れか１項に記載のモータ制御装置を備えたことを特徴とする
車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両に搭載された多相電動モータを駆動制御するモータ制御装置、これを使
用した電動パワーステアリング装置及び車両に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両に搭載する電動パワーステアリング装置の電動モータや、電動ブレーキ装置の電動
モータ、電気自動車やハイブリッド車の走行用電動モータ等を駆動制御するモータ制御装
置は、モータ制御系に異常が発生した場合でも電動モータの駆動を継続できることが望ま
れている。
【０００３】
　上記要望に応えるために、多相電動モータの多相モータ巻線を例えば二重化し、二重化
した多相モータ巻線に対して個別のインバータ部から電流を供給し、一方のインバータ部
のスイッチング手段に導通不可となるオフ故障すなわちオープン故障が生じた場合に、故
障が生じた故障スイッチング手段を特定し、故障スイッチング手段を除くスイッチング手
段を制御するとともに、故障スイッチング手段を含む故障インバータ部以外の正常インバ
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ータ部を制御する故障時制御手段を有する多相回転機の制御装置およびこれを用いた電動
パワーステアリング装置が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４９９８８３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、前述した特許文献１に記載された従来例にあっては、二重化したインバータ
部の一方に、スイッチング手段のオフ故障が発生した場合に、オフ故障した故障スイッチ
ング手段を除くスイッチング手段を制御するとともに、故障スイッチング手段を含む故障
インバータ部を制御することによるトルクの低下分を正常なインバータ部におけるｑ軸電
流指令値を補正することにより、トルクの低下を抑制しながら多相回転機の駆動制御を継
続するようにしている。
【０００６】
　このため、上記従来例では、インバータ部のスイッチング手段にオフ故障が生じた場合
には、十分なトルクを発生することができるが、インバータ部のスイッチング手段にてシ
ョート故障が生じた場合には、対処できないという未解決の課題がある。
　そこで、本発明は、上記従来例の未解決の課題に着目してなされたものであり、モータ
駆動回路にオープン故障やショート故障が生じた場合でも電動モータの駆動制御を継続す
ることが可能なモータ制御装置、これを使用した電動パワーステアリング装置及び車両を
提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を解決するために、本発明に係るモータ制御装置の一態様は、多相電動モータ
を駆動制御するモータ制御装置であって、前記多相電動モータは、ステータに少なくとも
２系統で、その各々の同相の磁極がロータ磁石に対し同位相となる第１及び第２の多相モ
ータ巻線を、ロータの各磁極からの同一磁束が互いに鎖交しないように集中巻きで巻装し
、前記多相電動モータを駆動する指令値を出力する指令値演算部と、該指令値演算部から
出力される指令値に基づいて前記第１及び第２の多相モータ巻線に個別に第１及び第２の
多相モータ駆動電流を供給する第１及び第２のモータ駆動回路と、前記第１及び前記第２
のモータ駆動回路と前記第１及び第２の多相モータ巻線との間に個別に介挿された多相の
第１及び第２のモータ電流遮断部と、前記第１及び前記第２の多相モータ駆動電流あるい
は電圧の異常を個別に検出する第１及び第２の異常検出部と、該第１及び第２の異常検出
部の何れか一方で少なくとも一相のモータ駆動電流あるいは電圧の異常を検出したときに
、異常を検出した側のモータ電流遮断部を電流遮断状態に制御する異常時電流制御部とを
備え、前記異常時電流制御部で、前記第１及び第２のモータ電流遮断部の一方を電流遮断
状態に制御した際に、当該モータ電流遮断部の属する異常系統による正常な系統への磁気
的影響を抑制している。
【０００８】
　また、本発明に係る電動パワーステアリング装置の一態様は、上記モータ制御装置をス
テアリング機構に操舵補助力を発生させる電動モータを含むモータ制御装置に適用してい
る。
　さらに、本発明に係る車両の一態様は、上述したモータ制御装置を備えている。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、多相電動モータに少なくとも２系統で、その各々の同相の磁極がロー
タ磁石に対し同位相となる多相モータ巻線を、ロータの各磁極からの同一磁束が互いに鎖
交しないように集中巻きで巻装し、１個のロータ位相検出センサで各多相モータ巻線に個



(5) JP 2015-39256 A 2015.2.26

10

20

30

40

50

別のモータ駆動回路で多相モータ駆動電流を供給するとともに、各モータ駆動回路及び多
相モータ巻線間にモータ電流遮断部を設け、各多相モータ駆動電流或いは電圧の一方に異
常が発生した場合に、異常が発生した多相モータ駆動電流の供給系統に設けたモータ電流
遮断部を遮断する。このため、モータ駆動回路にオープン故障やショート故障が発生した
場合でも正常な系統への磁気的影響を抑制した状態で正常なモータ駆動回路で電動モータ
の駆動を継続することができる。
【００１０】
　また、上記効果を有するモータ制御装置を含んで電動パワーステアリング装置を構成す
るので、少なくとも２系統の多相モータ駆動電流の一方に異常が発生した場合でも正常な
モータ駆動回路で多相モータ駆動電流を電動モータに供給することができ電動パワーステ
アリング装置の操舵補助機能の継続が可能となる。
　さらに、上記効果を有するモータ制御装置を含んで車両を構成するので、多相電動モー
タの少なくとも２系統のモータ駆動回路の一方に異常が発生した場合でも正常なモータ駆
動回路で多相モータ駆動電流を電動モータに供給して電動モータでのトルク発生を継続す
ることができ、電動モータの信頼性を向上させる車両を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明に係る電動パワーステアリング装置の第１の実施形態を示すシステム構成
図である。
【図２】第１の実施形態におけるモータ制御装置の具体的構成を示す回路図である。
【図３】第１の実施形態における３相電動モータの構成を示す断面図である。
【図４】図３の３相電動モータの巻線構造を示す模式図である。
【図５】正常時の操舵トルクと操舵補助電流指令値との関係を示す特性線図である。
【図６】異常時の操舵トルクと操舵補助電流指令値との関係を示す特性線図である。
【図７】本発明の第２の実施形態を示す回路図である。
【図８】本発明の第３の実施形態における３相電動モータの構成を示す断面図である。
【図９】第３の実施形態における効果の説明に供する電圧、電流波形図である。
【図１０】本発明の第４の実施形態を示す回路図である。
【図１１】本発明の第５の実施形態を示す回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本発明のモータ制御装置を車両に搭載した電動パワーステアリング装置に適用
した場合の第１の実施形態を示す全体構成図である。
　図中、符号１は、ステアリングホイールであり、このステアリングホイール１に運転者
から作用される操舵力がステアリングシャフト２に伝達される。このステアリングシャフ
ト２は、入力軸２ａと出力軸２ｂとを有する。入力軸２ａの一端はステアリングホイール
１に連結され、他端は操舵トルクセンサ３を介して出力軸２ｂの一端に連結されている。
【００１３】
　そして、出力軸２ｂに伝達された操舵力は、ユニバーサルジョイント４を介してロアシ
ャフト５に伝達され、さらに、ユニバーサルジョイント６を介してピニオンシャフト７に
伝達される。このピニオンシャフト７に伝達された操舵力はステアリングギヤ８を介して
タイロッド９に伝達され、図示しない転舵輪を転舵させる。ここで、ステアリングギヤ８
は、ピニオンシャフト７に連結されたピニオン８ａとこのピニオン８ａに噛合するラック
８ｂとを有するラックアンドピニオン形式に構成され、ピニオン８ａに伝達された回転運
動をラック８ｂで車幅方向の直進運動に変換している。
【００１４】
　ステアリングシャフト２の出力軸２ｂには、操舵補助力を出力軸２ｂに伝達する操舵補
助機構１０が連結されている。この操舵補助機構１０は、出力軸２ｂに連結した例えばウ
ォームギヤ機構で構成される減速ギヤ１１と、この減速ギヤ１１に連結された操舵補助力
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を発生する例えば３相ブラシレスモータで構成される多相電動モータとしての３相電動モ
ータ１２とを備えている。
　操舵トルクセンサ３は、ステアリングホイール１に付与されて入力軸２ａに伝達された
操舵トルクを検出するもので、例えば、操舵トルクを入力軸２ａ及び出力軸２ｂ間に介挿
した図示しないトーションバーの捩れ角変位に変換し、この捩れ角変位を抵抗変化や磁気
変化に変換して検出するように構成されている。
【００１５】
　また、３相電動モータ１２は、図３に示すように、内周面に内方に突出形成されてスロ
ットＳＬを形成する磁極となるティースＴを有するステータ１２Ｓと、このステータ１２
Ｓの内周側にティースＴと対向して回転自在に配置された永久磁石ＰＭを表面に配置した
８極の表面磁石型のロータ１２Ｒとを有するＳＰＭモータの構成を有する。ここで、ステ
ータ１２ＳのティースＴの数を相数×２ｎ（ｎは２以上の整数）で例えばｎ＝２に設定し
て８極、１２スロットの構成としている。
【００１６】
　そして、ステータ１２ＳのスロットＳＬに、図４に示す２系統で、その各々の同相の磁
極がロータ磁石に対し同位相となる多相モータ巻線となる第１の３相モータ巻線Ｌ１と第
２の３相モータ巻線Ｌ２とが巻装されている。第１の３相モータ巻線Ｌ１は、Ｕ相コイル
Ｌ１ｕ、Ｖ相コイルＬ１ｖ及びＷ相コイルＬ１ｗの一端が互いに接続されてスター結線と
され、各相コイルＬ１ｕ、Ｌ１ｖ及びＬ１ｗの他端がモータ制御装置２０に接続されて個
別にモータ駆動電流Ｉ１ｕ、Ｉ１ｖ及びＩ１ｗが供給されている。
【００１７】
　各相コイルＬ１ｕ、Ｌ１ｖ及びＬ１ｗには、それぞれ２つのコイル部Ｌ１ｕａ，Ｌ１ｕ
ｂ、Ｌ１ｖａ，Ｌ１ｖｂ及びＬ１ｗａ，Ｌ１ｗｂが形成されている。これらコイル部Ｌ１
ｕａ，Ｌ１ｖａ及びＬ１ｗａは、時計方向のティースＴ１、Ｔ２及びＴ３に集中巻きで巻
装されている。また、コイル部Ｌ１ｕｂ，Ｌ１ｖｂ及びＬ１ｗｂはティースＴ１、Ｔ２及
びＴ３とはロータ１２Ｒを挟んで対角となる時計方向のティースＴ７、Ｔ８及びＴ９に集
中巻きで巻装されている。
　また、第２の３相モータ巻線Ｌ２は、Ｕ相コイルＬ２ｕ、Ｖ相コイルＬ２ｖ及びＷ相コ
イルＬ２ｗの一端が互いに接続されてスター結線とされ、各相コイルＬ２ｕ、Ｌ２ｖ及び
Ｌ２ｗの他端がモータ制御装置２０に接続されて個別にモータ駆動電流Ｉ２ｕ、Ｉ２ｖ及
びＩ２ｗが供給されている。
【００１８】
　各相コイルＬ２ｕ、Ｌ２ｖ及びＬ２ｗには、それぞれ２つのコイル部Ｌ２ｕａ，Ｌ２ｕ
ｂ、Ｌ２ｖａ，Ｌ２ｖｂ及びＬ２ｗａ，Ｌ２ｗｂが形成されている。これらコイル部Ｌ２
ｕａ，Ｌ２ｖａ及びＬ２ｗａは、時計方向のティースＴ４、Ｔ５及びＴ６に集中巻きで巻
装されている。また、コイル部Ｌ１ｕｂ，Ｌ１ｖｂ及びＬ１ｗｂはティースＴ４、Ｔ５及
びＴ６とはロータ１２Ｒを挟んで対角となる時計方向のティースＴ１０、Ｔ１１及びＴ１
２に集中巻きで巻装されている。
　そして、各相コイルＬ１ｕ～Ｌ１ｗのコイル部Ｌ１ｕａ，Ｌ１ｕｂ、Ｌ１ｖａ，Ｌ１ｖ
ｂ及びＬ１ｗａ，Ｌ１ｗｂ及び各相コイルＬ２ｕ～Ｌ２ｗのコイル部Ｌ２ｕａ，Ｌ２ｕｂ
、Ｌ２ｖａ，Ｌ２ｖｂ及びＬ２ｗａ，Ｌ２ｗｂは各ティースＴを挟むスロットＳＬに通電
電流の方向が同一方向となるように巻回されている。
【００１９】
　このように第１の３相モータ巻線Ｌ１の各相コイルＬ１ｕ～Ｌ１ｗのコイル部Ｌ１ｕａ
，Ｌ１ｕｂ、Ｌ１ｖａ，Ｌ１ｖｂ及びＬ１ｗａ，Ｌ１ｗｂと、第２の３相モータ巻線Ｌ２
の各相コイルＬ２ｕ～Ｌ２ｗのコイル部Ｌ２ｕａ，Ｌ２ｕｂ、Ｌ２ｖａ，Ｌ２ｖｂ及びＬ
２ｗａ，Ｌ２ｗｂとが互いに異なる１２本のティースに巻装されている。すなわち、１２
本のティースＴに、順次第１系統となる相コイルＬ１ｕａ、Ｌ１ｖａ、Ｌ１ｗａを時計方
向に順に同一の巻回方向で巻装し、次いで、第２系統となる相コイルＬ２ｕａ、Ｌ２ｖａ
及びＬ２ｗａを時計方向に順に同一の巻回方向で巻装し、さらに第１系統となる相コイル
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Ｌ１ｕｂ、Ｌ１ｖｂ、Ｌ１ｗｂを時計方向に順に同一の巻回方向で巻装し、最後に、第２
系統となる相コイルＬ２ｕｂ、Ｌ２ｖｂ及びＬ２ｗｂを時計方向に順に同一の巻回方向で
巻装している。このため、第１の多相モータ巻線Ｌ１及び第２のモータ巻線Ｌ２の同相の
コイル部がロータ１２Ｒの各磁極の永久磁石ＰＭで形成される同一の磁束に同時に鎖交す
ることがないように巻装されている。したがって、第１の３相モータ巻線Ｌ１の各コイル
部と第２の３相モータ巻線Ｌ２の各コイル部とで互いの磁気的な干渉を最小限に抑制する
磁気回路を構成している。
【００２０】
　さらに、３相電動モータ１２は、図２に示すように、ロータの回転位置を検出するホー
ル素子などの回転位置センサ１３ａを備えている。この回転位置センサ１３ａからの検出
値がロータ回転角検出回路１３に供給されてこのロータ回転角検出回路１３でロータ回転
角θｍを検出する。
　モータ制御装置２０には、操舵トルクセンサ３で検出された操舵トルクＴ及び車速セン
サ２１で検出された車速Ｖｓが入力されるとともに、ロータ回転角検出回路１３から出力
されるロータ回転角θｍが入力される。
【００２１】
　また、モータ制御装置２０には、直流電流源としてのバッテリー２２から直流電流が入
力されている。
　モータ制御装置２０の具体的構成は、図２に示すように構成されている。すなわち、モ
ータ制御装置２０は、モータ電流指令値を演算する制御演算装置３１と、この制御演算装
置３１から出力されるモータ電流指令値が個別に入力される第１及び第２のモータ駆動回
路３２Ａ及び３２Ｂと、これら第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂの出力側
と３相電動モータ１２の第１及び第２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２との間に介挿された
第１及び第２のモータ電流遮断回路３３Ａ及び３３Ｂとを備えている。
【００２２】
　制御演算装置３１には、図２には図示を省略しているが、図１に示す操舵トルクセンサ
３で検出した操舵トルクＴ及び車速センサ２１で検出した車速Ｖが入力されているととも
に、図２に示すように、ロータ位置検出回路１３から出力されるロータ回転角θｍとが入
力され、さらに電流検出回路３４Ａ及び３４Ｂから出力される三相電動モータ１２の第１
の多相モータ巻線Ｌ１及び第２の多相モータ巻線Ｌ２の各相のコイルから出力されるモー
タ電流Ｉ１ｄ及びＩ２ｄが入力されている。
【００２３】
　制御演算装置３１では、モータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂの正常時には操舵トルクＴ及
び車速Ｖをもとに予め設定された図５に示す正常時操舵補助電流指令値算出マップを参照
して操舵補助電流指令値Ｉ１＊及びＩ２＊を算出する。また、制御演算装置３１では、モ
ータ駆動回路３２Ａ又は３２Ｂの異常時には操舵トルクＴ及び車速Ｖをもとに予め設定さ
れた図６に示す異常時操舵補助電流指令値算出マップを参照して操舵補助電流指令値Ｉ１
＊及びＩ２＊を算出する。
【００２４】
　また、制御演算装置３１では、算出した操舵補助電流指令値Ｉ１＊及びＩ２＊とロータ
回転角θｍとに基づいてｄ－ｑ座標系の目標ｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及び目標ｑ軸電流指令
値Ｉｑ＊を算出し、算出したｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及びｑ軸電流指令値Ｉｑ＊をｄｑ相－
３相変換してＵ相電流指令値Ｉｕ＊、Ｖ相電流指令値Ｉｂ＊及びＷ相電流指令値Ｉｗ＊を
算出する。そして、算出したＵ相電流指令値Ｉｕ＊、Ｖ相電流指令値Ｉｖ＊及びＷ相電流
指令値Ｉｗ＊と電流検出回路３４Ａ及び３４Ｂで検出した電流検出値の相毎の加算値との
電流偏差ΔＩｕ、ΔＩｖ及びΔＩｗを算出し、これら電流偏差ΔＩｕ、ΔＩｂ及びΔＩｗ
について例えばＰＩ制御演算又はＰＩＤ制御演算を行って第１及び第２のモータ駆動回路
３２Ａ及び３２Ｂに対する３相の電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊を算出し、算出した３相の
電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊を第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂに出力す
る。
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【００２５】
　また、制御演算装置３１には、第１及び第２のモータ電流遮断回路３３Ａ及び３３Ｂと
３相電動モータ１２の第１及び第２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２との間に設けられた異
常検出回路３５Ａ及び３５Ｂで検出したモータ電流検出値Ｉ１ｕｄ、Ｉ１ｖｄ、Ｉ１ｗｄ
及びＩ２ｕｄ、Ｉ２ｖｄ、Ｉ２ｗｄが入力されている。そして、制御演算装置３１は、入
力されるモータ電流検出値Ｉ１ｕｄ～Ｉ１ｗｄ及びＩ２ｕｄ～Ｉ２ｗｄと自身が算出した
各相電流指令値Ｉｕ＊、Ｉｖ＊及びＩｗ＊とを比較して後述する第１及び第２のインバー
タ回路４２Ａ及び４２Ｂを構成するスイッチング素子としての電界効果トランジスタ（Ｆ
ＥＴ）Ｑ１～Ｑ６のオープン故障及びショート故障を検出する異常検出部３１ａを備えて
いる。この異常検出部３１ａでは、第１及び第２のインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂを構
成する電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）のオープン故障又はショート故障を検出したとき
に、異常を検出したモータ駆動回路３２Ａ又は３２Ｂのゲート駆動回路４１Ａ又は４１Ｂ
に対して論理値“１”の異常検出信号ＳＡａ又はＳＡｂを出力する。
【００２６】
　第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂのそれぞれは、制御演算装置３１から
出力される３相の電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊が入力されてゲート信号を形成するととも
に、異常時電流制御部を兼ねるゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂと、これらゲート駆動回
路４１Ａ及び４１Ｂから出力されるゲート信号が入力される第１及び第２のインバータ回
路４２Ａ及び４２Ｂとを備えている。
　ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂのそれぞれは、制御演算装置３１から電圧指令値Ｖ１
＊及びＶ２＊が入力されると、これら電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊と三角波のキャリア信
号Ｓｃとをもとにパルス幅変調（ＰＷＭ）した６つのゲート信号を形成し、これらゲート
信号をインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂに出力する。
【００２７】
　また、ゲート駆動回路４１Ａは、制御演算装置３１から入力される異常検出信号ＳＡａ
が論理値“０”（正常）であるときには、モータ電流遮断回路３４Ａに対してハイレベル
の３つのゲート信号を出力するとともに、電源遮断回路４４Ａに対してハイレベルの２つ
のゲート信号を出力し、異常検出信号ＳＡａが論理値“１”（異常）であるときにはモー
タ電流遮断回路３３Ａに対してローレベルの３つのゲート信号を同時に出力し、モータ電
流を遮断するとともに、電源遮断回路４４Ａに対してローレベルの２つのゲート信号を同
時に出力し、バッテリー電力を遮断する。
【００２８】
　同様に、ゲート駆動回路４１Ｂは、制御演算装置３１から入力される異常検出信号ＳＡ
ｂが論理値“０”（正常）であるときには、モータ電流遮断回路３４Ｂに対してハイレベ
ルの３つのゲート信号を出力するとともに、電源遮断回路４４Ｂに対してハイレベルの２
つのゲート信号を出力し、異常検出信号ＳＡｂが論理値“１”（異常）であるときにはモ
ータ電流遮断回路３３Ｂに対してローレベルの３つのゲート信号を同時に出力し、モータ
電流を遮断するとともに、電源遮断回路４４Ｂに対してローレベルの２つのゲート信号を
同時に出力し、バッテリー電力を遮断する。
【００２９】
　第１及び第２のインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂのそれぞれは、ノイズフィルタ４３及
び電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂを介してバッテリー２２のバッテリー電流が入力され、
入力側に平滑用の電解コンデンサＣＡ及びＣＢが接続されている。
　これら第１及び第２のインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂは、６個のスイッチング素子と
しての電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）Ｑ１～Ｑ６を有し、２つの電界効果トランジスタ
を直列に接続した３つのスイッチングアームＳＡｕ、ＳＡｖ及びＳＡｗを並列に接続した
構成を有する。そして、各電界効果トランジスタＱ１～Ｑ６のゲートにゲート駆動回路４
１Ａ及び４１Ｂから出力されるゲート信号が入力されることにより、各スイッチングアー
ムＳＡｕ、ＳＡｖ及びＳＡｗの電界効果トランジスタ間からＵ相電流Ｉｕ、Ｖ相電流Ｉｖ
及びＷ相電流Ｉｗがモータ電流遮断回路３３Ａ及び３３Ｂを介して３相電動モータ１２の
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第１及び第２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２に出力する。
【００３０】
　また、図示しないがインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂの各スイッチングアームＳＡｕ、
ＳＡｖ及びＳＡｗと接地との間に介挿されたシャント抵抗の両端電圧が電流検出回路３４
Ａ及び３４Ｂに入力され、これら電流検出回路３４Ａ及び３４Ｂでモータ電流Ｉ１ｕ～Ｉ
１ｗ及びＩ２ｕ～Ｉ２ｗが検出される。
【００３１】
　また、モータ電流遮断回路３３Ａは、３つの電流遮断用の電界効果トランジスタＱＡ１
、ＱＡ２及びＱＡ３を有する。電界効果トランジスタＱＡ１のソースが第１のインバータ
回路４２ＡのスイッチングアームＳＡｕのトランジスタＱ１及びＱ２の接続点に接続され
、ドレインが異常検出回路３５Ａを介して第１の３相モータ巻線Ｌ１のＵ相コイルＬ１ｕ
に接続されている。また、電界効果トランジスタＱＡ２のソースが第１のインバータ回路
４２ＡのスイッチングアームＳＡｖのトランジスタＱ３及びＱ４の接続点に接続され、ド
レインが異常検出回路３５Ａを介して第１の３相モータ巻線Ｌ１のＶ相コイルＬ１ｖに接
続されている。さらに、電界効果トランジスタＱＡ３のソースが第１のインバータ回路４
２ＡのスイッチングアームＳＡｗのトランジスタＱ５及びＱ６の接続点に接続され、ドレ
インが異常検出回路３５Ａを介して第１の３相モータ巻線Ｌ１のＷ相コイルＬ１ｗに接続
されている。
【００３２】
　また、モータ電流遮断回路３３Ｂは、３つの電流遮断用の電界効果トランジスタＱＢ１
、ＱＢ２及びＱＢ３を有する。電界効果トランジスタＱＢ１のソースが第２のインバータ
回路４２ＢのスイッチングアームＳＢｕのトランジスタＱ１及びＱ２の接続点に接続され
、ドレインが異常検出回路３５Ｂを介して第２の３相モータ巻線Ｌ２のＵ相コイルＬ２ｕ
に接続されている。また、電界効果トランジスタＱＢ２のソースが第２のインバータ回路
４２ＢのスイッチングアームＳＢｖのトランジスタＱ３及びＱ４の接続点に接続され、ド
レインが異常検出回路３５Ａを介して第２の３相モータ巻線Ｌ２のＶ相コイルＬ２ｖに接
続されている。さらに、電界効果トランジスタＱＢ３のソースが第２のインバータ回路４
２ＢのスイッチングアームＳＢｗのトランジスタＱ５及びＱ６の接続点に接続され、ドレ
インが異常検出回路３５Ａを介して第２の３相モータ巻線Ｌ２のＷ相コイルＬ２ｗに接続
されている。
【００３３】
　そして、モータ電流遮断回路３３Ａ及び３３Ｂの電界効果トランジスタＱＡ１～ＱＡ３
及びＱＢ１～ＱＢ３がそれぞれの寄生ダイオードＤのカソードをインバータ回路４２Ａ及
び４２Ｂ側として各々が同一向きに接続されている。
　また、電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂのそれぞれは、２つの電界効果トランジスタ（Ｆ
ＥＴ）ＱＣ１，ＱＣ２及びＱＤ１，ＱＤ２がドレイン同士を接続して寄生ダイオードが逆
向きとなる直列回路構成を有する。そして、電界効果トランジスタＱＣ１及びＱＤ１のソ
ースが互いに接続されてノイズフィルタ４３の出力側に接続され、電界効果トランジスタ
ＱＣ２及びＱＤ２のソースが第１及び第２のインバータ回路４２Ｂ及び４２Ｂの各電界効
果トランジスタＱ１，Ｑ２及びＱ３のソースに接続されている。
【００３４】
　次に、上記第１の実施形態の動作を説明する。
　図示しないイグニッションスイッチがオフ状態であって車両が停止していると共に、操
舵補助制御処理も停止している作動停止状態であるときには、モータ制御装置２０の制御
演算装置３１が非作動状態となっている。このため、制御演算装置３１で実行される操舵
補助制御処理及び異常監視処理は停止されている。したがって、電動モータ１２は作動を
停止しており、ステアリング機構１０への操舵補助力の出力を停止している。
【００３５】
　この作動停止状態からイグニッションスイッチをオン状態とすると、制御演算装置３１
が作動状態となり、操舵補助制御処理及び異常監視処理を開始する。このとき、各モータ
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駆動回路３２Ａ及び３２Ｂのインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂにおける各電界効果トラン
ジスタＱ１～Ｑ６にオープン故障及びショート故障が発生していない正常状態であるもの
とする。このときには、ステアリングホイール１を操舵していない非操舵状態では、制御
演算装置３１で実行する操舵補助制御処理で操舵トルクＴが“０”であり、車速Ｖも“０
”であるので、図５の正常時操舵補助電流指令値算出マップを参照して操舵補助電流指令
値を算出する。この正常時操舵補助電流指令値算出マップでは、目標とする実線図示の操
舵補助電流指令値Ｉｔ＊を算出する特性線Ｌ１に対して各操舵トルクＴに応じて半分の値
となる２系統で均等割りした操舵補助電流指令値Ｉ＊が算出される。
【００３６】
　そして、算出された操舵補助電流指令値Ｉ＊とロータ位置検出回路１３から入力される
ロータ回転角θｒとに基づいてｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及びｑ軸電流指令値Ｉｑ＊を算出し
、算出したｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及びｑ軸電流指令値Ｉｑ＊をｄｑ二相－三相変換処理を
行ってＵ相電流指令値Ｉｕ＊、Ｖ相電流指令値Ｉｖ＊及びＷ相電流指令値Ｉｗ＊を算出す
る。
【００３７】
　さらに、各相電流指令値Ｉｕ＊、Ｉｖ＊及びＩｗ＊と電流検出回路３４Ａ及び３４Ｂで
検出した各相電流検出値Ｉ１ｄ及びＩ２ｄの加算値との電流偏差ΔＩｕ、ΔＩｖ及びΔＩ
ｗを算出し、算出した電流偏差ΔＩｕ、ΔＩｖ及びΔＩｗをＰＩ制御処理又はＰＩＤ制御
処理を行って目標電圧指令値Ｖｕ＊、Ｖｖ＊及びＶｗ＊を算出する。そして、算出した目
標電圧指令値Ｖｕ＊、Ｖｖ＊及びＶｗ＊を目標電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊として第１及
び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂのゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂに出力する
。また、制御演算装置３１は、インバータ回路４２Ａ及び４２Ｂが正常であるので、論理
値“０”の異常検出信号ＳＡａ及びＳＡｂをゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂに出力する
。
【００３８】
　このため、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂでは、モータ電流遮断回路３３Ａ及び３３
Ｂに対してハイレベルの３つのゲート信号を出力する。このため、モータ電流遮断回路３
３Ａ及び３３Ｂの電界効果トランジスタＱＡ１～ＱＡ３及びＱＢ１～ＱＢ３がオン状態と
なって、インバータ回路４２Ａ及び４２Ｂと３相電動モータ１２の３相モータ巻線Ｌ１及
びＬ２との間が導通状態となって、３相電動モータ１２に対する通電制御が可能な状態と
なる。
【００３９】
　これと同時に、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂから電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂに
対してハイレベルのゲート信号を出力する。このため、電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂの
電界効果トランジスタＱＣ１，ＱＣ２及びＱＤ１，ＱＤ２がオン状態となってバッテリー
２２からの直流電力がノイズフィルタ４３を介してインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂに供
給される。
　さらに、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂでは、制御演算装置３１から入力される電圧
指令値Ｖ１＊及びＶ２＊に基づいてパルス幅変調を行ってゲート信号を形成し、形成した
ゲート信号をインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂの各電界効果トランジスタＱ１～Ｑ６のゲ
ートに供給する。
【００４０】
　したがって、車両が停止状態で、ステアリングホイール１を操舵していない状態では、
操舵トルクＴｓが“０”であるので、操舵補助電流指令値も“０”となって電動モータ１
２は停止状態を維持する。しかしながら、車両の停止状態でステアリングホイール１を操
舵して所謂据え切りを行うと、操舵トルクＴｓが大きくなることにより、図５を参照して
、必要とする大きな目標操舵補助電流指令値Ｉｔ＊を半分に均等割りした操舵補助電流指
令値Ｉ＊が算出され、これに応じた大きな電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊がゲート駆動回路
４１Ａ及び４１Ｂに供給される。このため、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂから大きな
電圧指令値Ｖ１＊及びＶ２＊に応じたデューティ比のゲート信号がインバータ回路４２Ａ
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及び４２Ｂに出力される。これに応じてインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂから操舵補助電
流指令値Ｉ＊に応じた１２０度の位相差を有するＵ相電流Ｉ１ｕ、Ｖ相電流Ｉ１ｖ、Ｗ相
電流Ｉ１ｗ及びＩ２ｕ、Ｉ２ｖ及びＩ３ｗが出力され、これらがモータ電流遮断回路３３
Ａ及び３３Ｂの各相に対応する電界効果トランジスタＱＡ１～ＱＡ３及びＱＢ１～ＱＢ３
を通って３相電動モータ１２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２の各相コイルＬ１ｕ～Ｌ１ｗ
及びＬ２ｕ～Ｌ２ｗに供給される。
【００４１】
　これにより、電動モータ１２が回転駆動されて、操舵トルクＴｓに応じた目標操舵補助
電流値Ｉｔ＊に対応する大きな操舵補助力を発生し、この操舵補助力が減速ギヤ１１を介
して出力軸２ｂに伝達される。このため、ステアリングホイール１を軽い操舵力で操舵す
ることができる。
　その後、車速Ｖｓが増加すると、これに応じて算出される操舵補助電流指令値が据え切
り時に比較して低下して電動モータ１２で操舵トルクＴｓ及び車速Ｖｓに応じて適度に減
少させた操舵補助力を発生する。
【００４２】
　このように、インバータ回路４２Ａ及び４２Ｂが正常で、３相電動モータ１２に供給さ
れるモータ電流Ｉｕ、Ｉｖ及びＩｗが正常である場合には、操舵トルクＴｓ及び車速Ｖｓ
に最適なモータ電流が３相電動モータ１２に供給される。
　この正常状態では、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂで行うパルス幅変調（ＰＷＭ）処
理におけるキャリア信号を同期することで、スイッチングによるうなりを抑制することが
できる。
【００４３】
　この正常状態から、第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂの第１及び第２の
インバータ回路４２Ａ及び４２Ｂの一方例えばインバータ回路４２Ｂの例えば下アーム側
の電界効果トランジスタＱ２、Ｑ４及びＱ６の何れか１つ又は複数にショート故障が発生
すると、ショート故障を生じたスイッチングアームＳＢｉ（ｉ＝ｕ，ｖ，ｗ）からモータ
電流遮断回路３３Ａに出力されるモータ電流Ｉｉが流れなくなることから、異常検出部３
１ａで各相電流指令値Ｉｉ＊と比較したときに、ショート故障の発生による異常を検出す
ることができる。また、図３の異常検出回路３５Ａ，３５Ｂでの電圧検出値が所定の電圧
とならず異常を検出することができる。
【００４４】
　このように、モータ駆動回路３２Ｂのインバータ回路４２Ｂにショート故障が発生する
と、異常検出信号ＳＡａは論理値“０”に維持されるが、異常検出信号ＳＡｂが論理値“
１”となる。このため、インバータ回路４２Ｂの６個のゲート信号を全てオフすると共に
、モータ駆動回路３２Ｂのゲート駆動回路４１Ｂからモータ電流遮断回路３３Ｂに対して
ローレベルの３つのゲート信号を同時に出力し、さらに電源遮断回路４４Ｂに対してロー
レベルの２つのゲート信号を同時に出力する。
　このため、モータ電流遮断回路３３Ｂでは、各相の電界効果トランジスタＱＢ１～ＱＢ
３がオフ状態となり、３相電動モータ１２の第２の３相モータ巻線Ｌ２の各相コイルＬ２
ｕ～Ｌ２ｗに対する通電が遮断される。
【００４５】
　これと同時に、電源遮断回路４４Ｂでも、電界効果トランジスタＱＤ１及びＱＤ２がオ
フ状態に制御され、バッテリー２２及び第２のインバータ回路４２Ｂとの間の通電路が遮
断される。このとき、電界効果トランジスタＱＤ１及びＱＤ２は寄生ダイオードが互いに
逆方向となるようにドレイン同士が接続されたた直列接続構成を有するので、バッテリー
２２及びショート故障を生じた第２のインバータ回路４２Ｂ間の双方向の電流路が確実に
遮断されることになる。
【００４６】
　ちなみに、電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂを１つの電界効果トランジスタで構成した場
合には、この電界効果トランジスタの寄生ダイオードのアノードからカソードへの電流は
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遮断することができず、バッテリー２２及びインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂ間を確実に
遮断することはできないが、本実施形態では２つの電界効果トランジスタＱＣ１，ＱＣ２
及びＱＤ１，ＱＤ２を寄生ダイオードの向きを極性が逆となるように接続しているので、
寄生ダイオードを通じて流れる電流を確実に遮断することができる。
【００４７】
　そして、この異常状態を検出すると、制御演算装置３１では、図６に示す異常時操舵補
助電流指令値算出マップを参照して操舵補助電流指令値Ｉ＊を算出する。このため、算出
される操舵補助電流指令値Ｉ＊がインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂで流すことが可能な電
流値までは正常時の目標操舵補助電流指令値Ｉｔ＊すなわちインバータ回路４２Ａ及び４
２Ｂの双方を動作させている場合と同じ電流指令値となる。したがって、許容電流値に達
するまでは正常時の操舵と全く同じ操舵補助力を３相電動モータ１２で発生させることが
でき、運転者に違和感を与えることがない。しかも、ある程度の車速Ｖｓで走行している
状態では、必要な操舵補助力も小さくなるので、異常発生を運転者に感じさせることがな
く操舵補助制御を継続することができる。しかしながら、大きな操舵補助力を必要とする
据え切り時や極低速走行時の操舵時には運転者に異常の発生を感知させることができ、修
理が必要なことを警告することができる。
【００４８】
　また、ロータ１２Ｒの磁極を構成する永久磁石ＰＭからの磁束がそれぞれの磁極群毎（
９０°毎）にコイルと鎖交するため、それぞれの磁極群毎で構成されたモータ特性に対し
て相互の影響を極めて少なくすることができる。例えば、一方のモータ駆動回路３２Ａ（
又は３２Ｂ）にショート故障が発生して、このモータ駆動回路３２を遮断するまでの過渡
的なショート電流が発生してももう一方のコイルに与える影響を極めて少なくすることが
できる。
【００４９】
　また、上記第１の実施形態では、モータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂのインバータ回路４
２Ａ及び４２Ｂが電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂによって遮断されるので、コイルの占積
率にも影響がなく、１組のインバータ駆動においても良好なモータ特性を実現することが
できる。
　一方、正常動作時には、第１及び第２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２で各々１／２の出
力を発生でき、万一故障しても１／２のモータ特性を出力することができる。モータ軸周
りで対称のラジアル発生力で相殺できることから、軸にラジアル力が影響することがない
。しかも、故障時の出力も温度上昇が許容できる範囲内で、正常時の１／２以上のモータ
特性を出力することができる。
【００５０】
　また、第２のインバータ回路４２Ｂに代えて第１のインバータ回路４２Ａにショート故
障が生じた場合には、モータ駆動回路３２Ａに対応するモータ電流遮断回路３３Ａで３相
電動モータ１２へのモータ電流の供給を遮断するとともに、電源遮断回路４４Ａで第１の
インバータ回路４２Ａへのバッテリー電流の供給を遮断する。そして、正常な第２のモー
タ駆動回路３２Ｂを上記と同様に制御することにより、許容電流値に達するまでは正常時
と全く同様の操舵補助力を発生することができる。
【００５１】
　ちなみに、モータ電流遮断回路３３Ａ及び３３Ｂを省略した場合には、モータ駆動回路
３２Ａ及び３２Ｂの何れか一方にショート故障が発生した場合に、ショート故障が発生し
たインバータ回路が３相電動モータ１２の３相モータ巻線Ｌ１又はＬ２に接続されたまま
となる。３相電動モータ１２が回された場合には、コイル部に発生する起電力が、ショー
ト故障となった電界効果トランジスタの隣りにある電界効果トランジスタの寄生ダイオー
ドを介して、循環電流が流れブレーキ力を発生してしまう。このため、正常なモータ駆動
回路３２Ａ又は３２Ｂで３相電動モータ１２を駆動することによる回生電流がショート故
障したインバータ回路に供給されて回生制動状態となり、３相電動モータ１２で発生する
操舵補助力が大きく低下してしまい、運転者に違和感を与えることになる。このため、回
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生制動に打ち勝つように正常なインバータ回路を動作させると損失が増大し、インバータ
回路及び３相電動モータに過熱が発生するため、操舵補助を継続時間が制限される。
【００５２】
　また、第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂの第１及び第２のインバータ回
路４２Ａ及び４２Ｂで電界効果トランジスタＱ１～Ｑ６がオン状態に反転することなくオ
フ状態を継続するオフ故障すなわちオープン故障を生じた場合にも、異常検出部３１ａで
異常を検出することができ、異常となったモータ駆動回路３２Ａ又は３２Ｂのモータ電流
遮断回路３３Ａ又は３３Ｂ及び電源遮断回路４４Ａ又は４４Ｂを遮断状態に制御して、正
常なモータ駆動回路で、上述したと同様に許容電流に達するまでの間正常時と同一の操舵
補助制御を行うことができる。
【００５３】
　このように、上記第１の実施形態によると、第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び
３２Ｂの何れか一方のインバータ回路４２Ａ又は４２Ｂに異常が発生したときに、正常な
モータ駆動回路で正常時と同等のモータ制御を継続して操舵補助制御を継続することがで
きるモータ制御装置、電動パワーステアリング装置及びモータ制御装置を有する車両を提
供することができる。
【００５４】
　なお、上記第１の実施形態では、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂでパルス幅変調に使
用するキャリア信号を同期させた場合について説明したが、これに限定されるものではな
く、ゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂでキャリア信号の位相を発生ノイズが分散するよう
にずらして非同期とするようにしてもよい。この場合には、パルス幅変調に使用する高周
波（例えば２０ｋＨｚ程度）のキャリア信号の位相をゲート駆動回路４１Ａ及び４１Ｂで
ずらして非同期とすることにより、インバータ回路４２Ａ及び４２Ｂを構成するスイッチ
ング素子としての電界効果トランジスタＱ１～Ｑ６のスイッチングによるノイズのパワー
を分散させることができ、伝導、放射ノイズのピーク値を抑制することができる効果を得
ることができると共に、スイッチングに同期してアルミ電解コンデンサＣＡ及びＣＢに入
出力するスイッチング電流のピーク値を抑えることにより電解コンデンサＣＡ及びＣＢの
内部発熱を抑えて高寿命化することができる効果を得ることができる。
【００５５】
　次に、本発明の第２の実施形態を図７について説明する。
　この第２の実施形態では、上述した第１の実施形態において、制御演算装置３１を第１
及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂに対応させて２組設けるようにしたものであ
る。
　すなわち、第２の実施形態では、図７に示すように、第１及び第２のモータ駆動回路３
２Ａ及び３２Ｂに対応させて前述した図２における制御演算装置３１と同一構成を有する
個別の制御演算装置３１Ａ及び３１Ｂを設けている。
【００５６】
　そして、制御演算装置３１Ａで第１のモータ駆動回路３２Ａに供給する電圧指令値Ｖ１
＊及び異常検出信号ＳＡａを形成し、形成した電圧指令値Ｖ１＊及び異常検出信号ＳＡａ
をモータ駆動回路３２Ａのゲート駆動回路４１Ａに出力する。
　同様に、制御演算装置３１Ｂで第２のモータ駆動回路３２Ｂに供給する電圧指令値Ｖ２
＊及び異常検出信号ＳＡｂを形成し、形成した電圧指令値Ｖ２＊及び異常検出信号ＳＡｂ
をモータ駆動回路３２Ｂのゲート駆動回路４１Ｂに出力する。
【００５７】
　ここで、制御演算装置３１Ａ及び３１Ｂは相互監視機能を有し、両者の演算結果を比較
したり、ウォッチドッグタイマの動作等を互いに監視したりして、制御演算装置３１Ａ及
び３１Ｂの一方例えば３１Ｂ（又は３１Ａ）が異常となったときに、他方の制御演算装置
３１Ａ（又は３１Ｂ）が検出することが可能となる。このため、制御演算装置の異常を検
出したときに、正常な制御演算装置で異常となった制御演算装置で制御されるモータ駆動
回路を代替制御することも可能となる。
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【００５８】
　この第２の実施形態によると、制御演算装置３１Ａ及び３１Ｂで個別に操舵補助制御処
理及び異常制御処理を実行することにより、前述した第１の実施形態と同様に、モータ駆
動回路３２Ａ及び３２Ｂのインバータ回路４２Ａ及び４２Ｂの何れか一方にショート故障
又はオープン故障が生じたときに、正常なモータ駆動回路で操舵補助制御を継続すること
ができる。したがって、上記第１実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【００５９】
　しかも、第２の実施形態によると、制御演算装置３１Ａ及び３１Ｂ間で相互監視を行う
ことができ、制御演算装置３１Ａ及び３１Ｂの一方に異常が発生した場合でも正常な制御
演算装置で第１実施形態と同様の異常時制御を行うことができるとともに、一方の制御演
算装置３１Ａ（又は３１Ｂ）が異常となったことを検出したときに、正常な制御演算装置
３１Ｂ（又は３１Ａ）でモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂを制御可能に構成しておくこと
により、制御演算装置に異常が発生した場合でも正常な操舵補助制御を継続することがで
きる効果を発揮できる。
【００６０】
　なお、上記第１及び第２の実施形態においては、３相電動モータ１２に２系統の第１及
び第２の３相モータ巻線Ｌ１及びＬ２を巻装し、これら第１及び第２の３相モータ巻線Ｌ
１及びＬ２に個別の第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂを設ける場合につい
て説明したが、これに限定されるものではなく、３系統以上のモータ巻線を設けるととも
に、モータ巻線毎に個別のモータ駆動回路及びモータ電流遮断回路を設けるようにしても
よい。
【００６１】
　次に、本発明の第３の実施形態を図８及び図９について説明する。
　この第３の実施形態では、前述した第１の実施形態において、３相電動モータ１２の構
成を、図８に示すように、第１系統の３相モータ巻線Ｌ１の相コイルＬ１ｕａ～Ｌ１ｗａ
及びＬ１ｕｂ～Ｌ１ｗｂの巻回方向と第２系統の３相モータ巻線Ｌ２の相コイルＬ２ｕａ
～Ｌ２ｗａ及びＬ２ｕｂ～Ｌ２ｗｂの巻回方向とが逆方向となるように設定している。
【００６２】
　この場合も、第１の多相モータ巻線Ｌ１及び第２のモータ巻線Ｌ２の同相のコイル部が
ロータ１２Ｒの各磁極の永久磁石ＰＭで形成される同一の磁束に同時に鎖交することがな
いように巻装されている。したがって、第１の３相モータ巻線Ｌ１の各コイル部と第２の
３相モータ巻線Ｌ２の各コイル部とで互いの磁気的な干渉を最小限に抑制する磁気回路を
構成している。
　また、第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂにおける第１及び第２のインバ
ータ回路４２Ａ及び４２Ｂから出力する相電流Ｉ１ｕ～Ｉ１ｗ及びＩ２ｕ～Ｉ２ｗの位相
を図９（ａ）及び（ｂ）に示すように１８０度ずらして逆位相となるように設定している
。
【００６３】
　この第３の実施形態によると、前述した第１の実施形態と同様にロータ１２Ｒの磁極を
構成する永久磁石ＰＭからの磁束がそれぞれの磁極群毎（９０°毎）にコイルと鎖交する
ため、それぞれの磁極群で構成されたモータ特性に対して相互の影響を極めて少なくする
ことができる。例えば、一方のモータ駆動回路３２Ａ（又は３２Ｂ）にショート故障が発
生して、コイルに過渡的に大きな電流が流れてもこのモータ駆動回路３２を遮断するまで
の過渡的なショート電流が発生してももう一方のコイルに与える影響を極めて少なくする
ことができる。
【００６４】
　この第３の実施形態では、同相コイルＬ１ｕａ，Ｌ１ｕｂ及びＬ２ｕａ，Ｌ２ｕｂ、Ｌ
１ｖａ，Ｌ１ｖｂ及びＬ２ｖａ，Ｌ２ｖｂ、並びにＬ１ｗａ，Ｌ１ｗｂ及びＬ２ｗａ，Ｌ
２ｗｂとで流れる電流の方向は図８に示すように逆方向であり、相電圧Ｖ１ｕ～Ｖ１ｗ及
びＶ２ｕ～Ｖ２ｗはその１相分Ｖ１ｕａ及びＶ２ｕａを表すと図９（ａ）及び（ｂ）に示



(15) JP 2015-39256 A 2015.2.26

10

20

30

40

50

すようにパルス幅変調された逆位相の矩形波であって、相電流も曲線Ｌｒで示すように逆
位相の正弦波となる。
【００６５】
　このため、両者のリップル電流ＩＬも、図９（ｃ）及び（ｄ）に示すように、逆位相と
なり、駆動回路からモータへのＥＭＩ等の外部へのノイズは互いに相殺される。したがっ
て、リップル電流ＩＬによるモータ配線に起因するノイズ音や振動の発生を抑制すること
ができる。
　さらに、相電流Ｉ１ｕのオフからオンへの又はその逆へのスイッチングタイミングと相
電流Ｉ２ｕのオンからオフへの又はその逆へのスイッチングタイミングとが等しいので、
スイッチングにより発生するノイズも互いに逆位相となって相殺される。
【００６６】
　したがって、上記第３の実施形態では前述した第１の実施形態と同様の効果が得られる
他、スイッチングノイズやリップル電流による加振を抑制してより静音性及び制振性の高
いモータ制御装置、電動パワーステアリング装置及び車両を提供することができる。
　なお、上記第３の実施形態は、第１の実施形態に適用する場合に限らず、前述した第２
の実施形態に適用することもできる。
【００６７】
　次に、本発明の第４の実施形態を図１０について説明する。
　この第４の実施形態は、電源遮断回路の構成を簡略化するようにしたものである。
　すなわち、第４の実施形態では、図１０に示すように、前述した第１の実施形態におけ
る図２の構成において、電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂにおける逆直列の電界効果トラン
ジスタＱＣ１，ＱＣ２及びＱＤ１，ＱＤ２のうちの一方の電界効果トランジスタＱＣ１及
びＱＤ１を残し、他方の電界効果トランジスタＱＣ２及びＱＤ２を共通化すべくノイズフ
ィルタ４３と電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂとの分岐点との間に共通の電界効果トランジ
スタＱＥを有する共通電源遮断回路４４Ｃを配置したものである。
【００６８】
　ここで、電界効果トランジスタＱＥは、ドレインがノイズフィルタ４３に接続され、ソ
ースが電源遮断回路４４Ａ及び４４Ｂに接続され、さらにゲートがゲート駆動回路４１Ａ
及び４１ＢにダイオードＤＡ及びＤＢを介して接続されている。
　この第４の実施形態によると、電源遮断回路が電源遮断回路４４Ａ、４４Ｂ及び４４Ｃ
の３つで構成されているが、実際に電源を遮断するための電源遮断素子としては電界効果
トランジスタＱＣ１、ＱＤ１及びＱＥの３つの半導体スイッチ素子で構成することができ
、半導体スイッチ素子を前述した第１の実施形態に比較して１つ省略してこの分部品点数
を減少させることができ、モータ制御装置２０の製造コストを低減することができるとと
もに、プリント基板上の電源遮断回路４４Ａ～４４Ｃの占有面積を減少させることができ
、プリント基板を小型化することができる。
【００６９】
　次に、本発明の第５の実施形態を図１１について説明する。
　この第５の実施形態では、前述した第２の実施形態に前述した第４の実施形態を適用し
たものである。
　すなわち、第５の実施形態では、前述した第４の実施形態において、制御演算装置３１
を第１及び第２のモータ駆動回路３２Ａ及び３２Ｂに対して個別の制御演算装置３１Ａ及
び３１Ｂを設けるようにしたものである。
【００７０】
　したがって、この第５の実施形態でも、前述した第２の実施形態と同様の作用効果を得
ることができるとともに、前述した第４の実施形態と同様に電源遮断回路を構成する電界
効果トランジスタの個数を１つ省略することができ、モータ制御装置２０の製造コストを
低減することができるとともに、プリント基板上の電源遮断回路４４Ａ～４４Ｃの占有面
積を減少させて、プリント基板を小型化することができる。
　なお、上記第４及び第５の実施形態においても、前述した第３の実施形態を適用するこ
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【００７１】
　また、上記各実施形態においては、制御演算装置３１又は３１Ａ及び３１Ｂの操舵補助
制御処理で、操舵補助電流指令値に基づいてｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及びｑ軸電流指令値Ｉ
ｑ＊を算出し、これらをｄｑ相－３相変換してＵ相電流指令値Ｉｕ＊、Ｖ相電流指令値Ｉ
ｖ＊及びＷ相電流指令値Ｉｗ＊を算出し、これらと電流検出値の相毎の加算値との電流偏
差ΔＩｕ、ΔＩｖ及びΔＩｗを算出する場合について説明したが、これに限定されるもの
ではなく、電流検出値の相毎の加算値をｄｑ軸変換し、これらとｄ軸電流指令値Ｉｄ＊及
びｑ軸電流指令値Ｉｑ＊との偏差ΔＩｄ及びΔＩｑを算出し、偏差ΔＩｄ及びΔＩｑをｄ
ｑ相－３相変換するようにしてもよい。
【００７２】
　また、上記各実施形態においては、本発明によるモータ制御装置を電動パワーステアリ
ング装置に適用した場合について説明したが、これに限定されるものではなく、電動ブレ
ーキ装置、ステアバイワイヤシステム、車両走行用のモータ駆動装置等の電動モータを使
用する任意のシステム及びこのシステムを搭載する車両に本発明を適用することができる
。この場合、モータ駆動回路で扱う電圧又は電流が高くなる場合には、スイッチング素子
として電界効果トランジスタに代えて絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）等
の他の電圧制御型スイッチング素子を適用することができる。
【符号の説明】
【００７３】
　１…ステアリングホイール、２…ステアリングシャフト、３…操舵トルクセンサ、８…
ステアリングギヤ、１０…操舵補助機構、１２…３相電動モータ、２０…モータ制御装置
、２１…車速センサ、２２…バッテリー、３１，３１Ａ，３１Ｂ…制御演算装置、３２Ａ
…第１のモータ駆動回路、３２Ｂ…第２のモータ駆動回路、３３Ａ…第１のモータ電流遮
断回路、３３Ｂ…第２のモータ電流遮断回路、３４Ａ，３４Ｂ…電流検出回路、３５Ａ…
第１の異常検出回路、３５Ｂ…第２の異常検出回路、４１Ａ，４１Ｂ…ゲート駆動回路、
４２Ａ…第１のインバータ回路、４２Ｂ…第２のインバータ回路、４３…ノイズフィルタ
、４４Ａ…第１の電源遮断回路、４４Ｂ…第２の電源遮断回路
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【図１１】

【手続補正書】
【提出日】平成26年4月4日(2014.4.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多相電動モータを駆動制御するモータ制御装置であって、
　前記多相電動モータは、ステータに少なくとも２系統で、その各々の同相の磁極がロー
タ磁石に対し同位相となる第１及び第２の多相モータ巻線を、ロータの各磁極からの同一
磁束が互いに鎖交しないように集中巻きで巻装し、
　前記多相電動モータを駆動する指令値を出力する指令値演算部と、
　該指令値演算部から出力される指令値に基づいて前記第１及び第２の多相モータ巻線に
個別に第１及び第２の多相モータ駆動電流を供給する第１及び第２のモータ駆動回路と、
　前記第１及び前記第２のモータ駆動回路と前記第１及び第２の多相モータ巻線との間に
個別に介挿された多相の第１及び第２のモータ電流遮断部と、
　前記第１及び前記第２の多相モータ駆動電流あるいは電圧の異常を個別に検出する第１
及び第２の異常検出部と、
　該第１及び第２の異常検出部の何れか一方で少なくとも一相のモータ駆動電流あるいは
電圧の異常を検出したときに、異常を検出した側のモータ電流遮断部を電流遮断状態に制
御する異常時電流制御部とを備え、
　前記異常時電流制御部で、前記第１及び第２のモータ電流遮断部の一方を電流遮断状態
に制御した際に、当該モータ電流遮断部の属する異常系統による正常な系統への磁気的影
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響を抑制するとともに、
　前記第１及び第２のモータ駆動回路に供給されるモータ駆動指令値は等分配されたモー
タトルク指令値であり、
　前記指令値演算部は、前記第１及び第２の異常検出部で多相モータ駆動電流あるいは電
圧の異常を検出したときに、正常なモータ駆動回路に対するモータ駆動指令値として許容
電流値に達するまでは正常時のモータ駆動指令値の合計を表すモータトルク指令値を設定
することを特徴とするモータ制御装置。
【請求項２】
　前記多相電動モータは、ステータのスロット数が相数×２ｎ（ｎは２以上の整数）に設
定され、当該スロット間の磁極に第１の多相モータ巻線及び第２の多相モータ巻線が交互
に巻装されていることを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項３】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２の多相モータ駆動電流を出力
する第１及び第２の多相インバータ回路を有し、前記第１及び第２の異常検出部は、前記
第１及び第２の多相インバータ回路を構成するスイッチング素子のオープン故障及びショ
ート故障を検出するように構成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載のモー
タ制御装置。
【請求項４】
　前記指令値演算部は、前記第１及び第２のモータ駆動回路に個別に対応する第１及び第
２の指令値演算部で構成され、該第１及び第２の指令値演算部は演算動作を相互監視し、
一方の指令値演算部が他方の指令値演算部の異常を検出したときに、異常となった指令値
演算部の動作を停止させるとともに、前記対応するモータ電流遮断部を遮断する遮断指令
を前記異常時電流制御部に出力することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記
載のモータ制御装置。
【請求項５】
　前記第１及び第２の異常時電流制御部は、異常を検出したときに、前記第１及び第２の
モータ電流遮断部における異常側の各相遮断部を同時に遮断することを特徴とする請求項
１乃至４のいずれか１項に記載のモータ制御装置。
【請求項６】
　前記各相遮断部は、寄生ダイオードの向きが同一方向となるように介挿された電界効果
トランジスタで構成されていることを特徴とする請求項５に記載のモータ制御装置。
【請求項７】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２の多相インバータ回路と電源
供給源との間に個別に第１及び第２の電源遮断部が介挿されていることを特徴とする請求
項３に記載のモータ制御装置。
【請求項８】
　前記第１及び第２の電源遮断部は、寄生ダイオードを有するスイッチング素子で構成さ
れ、各スイッチング素子が寄生ダイオードの向きが逆方向となるように逆直列接続されて
いることを特徴とする請求項７に記載のモータ制御装置。
【請求項９】
　前記第１及び第２の電源遮断部は一部の電源遮断素子を共通化した構成を有することを
特徴とする請求項８に記載のモータ制御装置。
【請求項１０】
　前記第１の多相モータ巻線及び第２の多相モータ巻線の磁極に対する巻回方向が互いに
逆方向となるように設定されていることを特徴とする請求項１乃至９のいずれか１項に記
載のモータ制御装置。
【請求項１１】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２のインバータ回路に供給する
スイッチングキャリア信号を同期させたことを特徴とする請求項３乃至１０のいずれか１
項に記載のモータ制御装置。
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【請求項１２】
　前記第１及び第２のモータ駆動回路は、前記第１及び第２のインバータ回路に供給する
スイッチングキャリア信号の位相を発生ノイズが分散するようにずらして非同期としたこ
とを特徴とする請求項３乃至１０のいずれか１項に記載のモータ制御装置。
【請求項１３】
　ステアリング機構に操舵補助力を発生させる電動モータを含むモータ制御装置を前記請
求項１乃至１２のいずれか１項に記載のモータ制御装置で構成したことを特徴とする電動
パワーステアリング装置。
【請求項１４】
　前記請求項１乃至１２の何れか１項に記載のモータ制御装置を備えたことを特徴とする
車両。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　上記目的を解決するために、本発明に係るモータ制御装置の一態様は、多相電動モータ
を駆動制御するモータ制御装置であって、前記多相電動モータは、ステータに少なくとも
２系統で、その各々の同相の磁極がロータ磁石に対し同位相となる第１及び第２の多相モ
ータ巻線を、ロータの各磁極からの同一磁束が互いに鎖交しないように集中巻きで巻装し
、前記多相電動モータを駆動する指令値を出力する指令値演算部と、該指令値演算部から
出力される指令値に基づいて前記第１及び第２の多相モータ巻線に個別に第１及び第２の
多相モータ駆動電流を供給する第１及び第２のモータ駆動回路と、前記第１及び前記第２
のモータ駆動回路と前記第１及び第２の多相モータ巻線との間に個別に介挿された多相の
第１及び第２のモータ電流遮断部と、前記第１及び前記第２の多相モータ駆動電流あるい
は電圧の異常を個別に検出する第１及び第２の異常検出部と、該第１及び第２の異常検出
部の何れか一方で少なくとも一相のモータ駆動電流あるいは電圧の異常を検出したときに
、異常を検出した側のモータ電流遮断部を電流遮断状態に制御する異常時電流制御部とを
備え、前記異常時電流制御部で、前記第１及び第２のモータ電流遮断部の一方を電流遮断
状態に制御した際に、当該モータ電流遮断部の属する異常系統による正常な系統への磁気
的影響を抑制するとともに、前記第１及び第２のモータ駆動回路に供給されるモータ駆動
指令値は等分配されたモータトルク指令値であり、前記指令値演算部は、前記第１及び第
２の異常検出部で多相モータ駆動電流あるいは電圧の異常を検出したときに、正常なモー
タ駆動回路に対するモータ駆動指令値として許容電流値に達するまでは正常時のモータ駆
動指令値の合計を表すモータトルク指令値を設定する。
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